
「実施プラン」の実施状況と課題　令和４年度

【アクション１】身近な地域でだれもが参加できる活動の推進　（１）

先導的に
取り組む
事項 （第４次計画 P.65）

施策方向性
（第４次計画）

施策等
主な事務
事業

担当課 R３施策（事業）内容と実績 R４施策（事業）内容
関係課及び関係機関との連携
（連携の現状又は課題）

課題・今後の方向性

話しあいの場
の開催支援

多機関協
働による地
域福祉推
進事業（重
層的支援
体制整備
事業）・地
域づくり支
援事業

高齢者・地
域福祉課

地域における困り事などを話し合う
機会づくりについて、地区社会福
祉協議会に働きかけ、開催を支援
した。
・協議体会議　５８回

地域づくり支援事業のひとつとし
て、和歌山市社会福祉協議会や生
活支援コーディネーターが地域に
働きかけ、協議体会議の開催を支
援する。

高齢者・地域福祉課、地域包括支
援課、和歌山市社会福祉協議会
及び生活支援コーディネーターが
連携し、地区社会福祉協議会や地
域活動団体に開催を働きかける。

地域によって取組状況に差が生じ
ているため、各地区の活動員同士
で情報交換・共有し、良い例を広
めていけるよう努める。

公民館活
動の推進

生涯学習
課

42地区において「人権及び同和教
育に関する講座」「家庭教育支援
に関する講座」をはじめとした各種
講座を実施した。

42地区において「人権及び同和教
育に関する講座」「家庭教育支援
に関する講座」をはじめとした各種
講座を実施する。

和歌山市の公民館の活動は主に
支所･連絡所を使って実施している
場合が多く、備品の使用を含め自
治振興課との情報共有が必要で
ある。

高齢化社会の進展により、公民館
活動への参加者は今後も増加傾
向と思われる。高齢者の居場所づ
くりや地域活性化のために、公民
館活動を通じて、多世代交流事業
を積極的に実施することで、地域
の文化を継承し、賑わいのあるま
ちづくりにつなげていく。

市民大学
の推進

生涯学習
課

余暇を利用して学習し、心身の健
全な安定と生きがいを創造すると
ともに、世代間交流を促進すること
を目的に各種講座を開設する。和
歌山市あいあいセンターにおいて1
年制と2年制の28講座を実施した。

余暇を利用して学習し、心身の健
全な安定と生きがいを創造すると
ともに、世代間交流を促進すること
を目的に各種講座を開設する。和
歌山市あいあいセンターにおいて1
年制と2年制の27講座を実施す
る。

事業実施については委託している
ため、生涯学習課と委託先との密
なコミュニケーションは欠かせな
い。事業をより良いものにするた
め、情報を共有した上で改善して
いくことが必要である。

生徒の平均年齢は例年65歳以上
と、実質的に高齢者が多い。今後
は、多世代交流の場となるような
講座等を企画し、また、学んだこと
を地域のボランティア活動などに
活かせる仕組みづくりを目指す。

子供の頃
からの福祉
体験活動
の導入

学校教育
課

人を思いやる心を育むことを目指
し、各小中学校の総合的な学習の
時間等において、福祉体験活動を
推進した。
車いす、アイマスク、手話、高齢者
疑似体験等の疑似体験の他に、ゲ
ストティーチャーを招いての講演会
など、各学校でコロナ禍の中、工
夫をこらして学習を進めた。ボラン
ティア活動に関しては、校区の清
掃などの活動を通して体験してい
る。

子供たちが、様々な人々との協働
を通して、地域の方々と温かい人
間関係を築きながら、互いに支え
合う態度を身に付けることができる
よう、福祉体験活動を推進する。

各小中学校で総合的な学習の時
間等に、コミュニティ・スクールの取
組と関連して、地域の方をゲスト
ティーチャーとして協力して進めて
おり、地域や関係団体との連携が
必要である。

今後も継続して事業を行っていく。
各小中学校の地域の実態に合わ
せて地域の方や関係団体との連
携を図っていくこと。また児童生徒
が発信源となるような活動を実施
し、地域とともに活動することを目
指す。

福祉教育
の推進

市社会福
祉協議会

福祉教育体験教室を貴志小学校・
雑賀崎小学校・加太中学校で開催
した。車イス体験・高齢者疑似体
験・避難所体験・ヘアドネーション
体験や障がい者スポーツ体験
（ボッチャ・カローリング・卓球バ
レー）を、当事者の話を聞き、一緒
に体験することで、障がいについ
ての理解を深めるきっかけづくりが
出来た。

新型コロナウイルスの影響により、
学校や地域での福祉教育が難し
い中、コロナに負けない福祉教育
をテーマに実践していく。また、他
機関との連携を強化し、学校だけ
でない福祉教育を推進する。

講師（当事者）については、県障害
者スポーツ協会、聴覚障害者協
会、視覚障害者福祉協会に依頼し
ている。講師はできるだけ地元出
身者及び地域住民に協力してもら
うため、地域とのより一層の連携を
図る。
また、福祉教育は学校だけでなく、
他機関連携を強化し、社会的な課
題にも取り組んでいきたい。

福祉教育への捉え方に温度差が
あり、その部分を埋めていくために
学校側との協議の時間をより多く
もち、また体験実施後の振り返り
に力を入れていく。
地域を巻き込んだ、共生社会の構
築も視野に入れ展開していく。

地域の
方々の参
画を得ての
土曜学習
の推進

生涯学習
課

・各校区子どもセンターを当該小学
校・義務教育学校に置き、各セン
ター内に事務局、運営委員会を設
置して、子供達が自然体験、社会
体験、文化スポーツ活動等、様々
な活動や体験ができる場を設け
た。
・今年度においても、当初市内51
小学校区において開設をしたが、
コロナ禍もあり、５小学校では、活
動を見合わせた。実施された４６小
学校の参加者は13,880名。

・各校区子どもセンターを当該小学
校・義務教育学校に置き、各セン
ター内に事務局、運営委員会を設
置して、子供達が自然体験、社会
体験、文化スポーツ活動等、様々
な活動や体験ができるようにする。
・今年度においても、市内5１小学
校区において開設。

各小学校区子どもセンター運営委
員会を担っているのはＰＴＡ関係者
を主とする保護者及び地域ボラン
ティアの方々である。しかし、校区
によっては、なかなか運営委員会
委員が揃わない小学校もある。
・当課担当者が各センター事業を
訪問見学し、情報収集と情報提供
を行い、校区センターどうしをつな
ぐよう努めている。

各校区子どもセンターの課題は、
①運営に携わる運営委員会及び
事務局スタッフの後継者育成、②
行事のマンネリ化を感じてしまう大
人の意識である。
①については、卒業生の中高校生
がボランティアとして運営に参加す
るよう働きかけ等の工夫、②につ
いては、情報提供・交換の場（交流
会）を設け新しい行事の紹介と、現
行の行事において忘れがちになっ
ている「めあて」を再確認すること
等、大人の意識を変える取組を行
うことである。
ともに学び合う生涯学習につなが
る事業であるので、地域の人材を
活用する体制づくりを各校区子ど
もセンターと連携して行う。

地域先達と
の協働・連
携

教育研究
所

地域先達が、子供や教職員とのつ
ながりを深めながら学習や運動、
生活、人間関係を助けるとともに、
子供の学習の基礎･基本的な習得
部分の学力を補強する役割を果た
し、学校が行う教育の底力を定着
させる助けとする。同時に、学校の
一部を借上し生産、制作、読書、
健康づくりなどの憩いと生きがい
の活動を行う。令和３年度は、コロ
ナ禍でも実施可能な活動に限定し
て実施した。（３１校で実施）

地域先達が、子供や教職員とのつ
ながりを深めながら学習や運動、
生活、人間関係を助けるとともに、
子供の学習の基礎･基本的な習得
部分の学力を補強する役割を果た
し、学校が行う教育の底力を定着
させる助けとする。同時に、学校の
一部を借上し生産、制作、読書、
健康づくりなどの憩いと生きがい
の活動を行う。令和４年度も、コロ
ナ禍でも実施可能な活動に限定し
て実施する。（５１校で実施予定）

令和３年度モデル校３１校から令
和４年度は、全小学校および義務
教育学校の計５１校に拡大（コロナ
禍による各地域や学校内の感染
拡大状況を見定めながら、実施可
能かどうかの判断をその都度行っ
ている。）

　コミュニティ・スクールも全校で実
施されており、活動内容の重複に
ついて、整理が必要となっている。
本事業をコミュニティ・スクールの
一環として統合する「発展的解消」
を視野に入れて検討していく。

《プログラムＡ》
地域での話しあい
や学習の推進

①地域福祉の話しあいを支援する体制づくり
②地域福祉に関する学習会の推進

学習活動を基
盤にした地域
づくりの推進

地域ぐるみの
学習活動の推
進

資料４
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施策等
主な事務
事業

担当課 R３施策（事業）内容と実績 R４施策（事業）内容
関係課及び関係機関との連携
（連携の現状又は課題）

課題・今後の方向性

地域福祉啓発
活動

（市民向け
地域福祉
学習会）

高齢者・地
域福祉課

市民や団体からの申込に応じて職
員出前講座を実施し、地域福祉学
習会の場をひろめる。
令和３年度は実施なし。

市民や団体からの申込に応じて職
員出前講座を実施する。

出前講座を実施について広報広
聴課と連携し周知を図る。

申込を待つだけでなく、学習会の
開催を地域に働きかけられない
か、地域とつながりのある和歌山
市社会福祉協議会等と協働して実
施できるかなど、検討が必要であ
る。

地域福祉の担
い手の養成

多機関協
働による地
域福祉推
進事業（重
層的支援
体制整備
事業）・地
域づくり支
援事業

高齢者・地
域福祉課

多機関協働による地域福祉推進
事業（重層的支援体制整備事業）
における地域づくり事業として、地
域の困りごとを「我が事」と捉え、
主体的に取り組む人材づくりにつ
なげた。

地域づくり支援事業を通じて、地域
の困りごとに対して主体的に取り
組む人材を育成する。

和歌山市社会福祉協議会、地区
社会福祉協議会、市内の地域活
動団体、地域包括支援課との連
携。

関係機関との連携により、地域福
祉の担い手が育つような取組を継
続していけるよう創意工夫しながら
実施していく。

【地域福祉計画の指標】
計画での
記載内容

H30 R1 R2 R3（現状値）

14.1
（26.5）

9.1
（23.1）

10.3
（23.3）

7.8
（22.7）

57.3
（39.9）

60.5
（38.5）

63.5
（36.1）

59.1
（40.3）

（％）

【アクション１】
身近な地域で
だれもが参加
できる活動の
推進

地域住民のふれあい活
動に満足している市民
の割合
(満足していない市民の
割合）

災害に対する備えをし
ている市民の割合
（備えをしていない市民
の割合）

※データ出所：市政世論調査（市民2,000人（満18歳以上の男女）発送無作為抽出）

目標
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「実施プラン」の実施状況と課題　令和４年度

【アクション１】身近な地域でだれもが参加できる活動の推進　（２）

先導的に
取り組む
事項

（第４次計画 P.66）

施策方向性
（第４次計画）

施策等
主な事務
事業

担当課 R３施策（事業）内容と実績 R４施策（事業）内容
関係課及び関係機関との連携
（連携の現状又は課題）

課題・今後の方向性

避難行動要支
援者名簿の推
進

避難行動
要支援者
名簿の推
進

高齢者・地
域福祉課

・新規対象者に対して個人情報提
供の意向確認を発送（1,672件）。
・意向確認が取れない対象者への
対応
①再郵送による意向確認書の発
送（342件）
②調査員により戸別訪問。（1,339
件）
制度説明と意向確認（294件）
・避難支援等関係者に対し、年3回
共有名簿を更新（7,11,3月）
・全国のモデル地区での取り組み
を勘案しながら、和歌山市としての
取り組みに活かせる活動を検討。

・新規対象者に対して個人情報提
供の意向確認の発送
・意向確認が取れない対象者への
対応
①再郵送による意向確認書の発
送
②調査員による個別訪問
③制度説明と意向確認
・年３回の共有名簿の更新
・個別避難計画作成のための優先
度を踏まえた対象者を抽出し、ケ
アマネージャーや相談支援員と共
に対象者の避難支援について検
討を行う。

・市民課、介護保険課、障害者支
援課、保健対策課から情報提供を
受け、名簿作成・更新を行った。
・避難支援機関関係者である民生
委員、自治会、市社会福祉協議
会、警察、消防局、消防団と避難
行動要支援者に関する情報を共
有しているが、名簿を活用して地
域としての共助の取り組みを促し
ていく必要がある。
個別避難計画策定には、介護保
険課、障害者支援課、保健所、総
合防災課、地域安全課等の庁内
関係課との連携協力体制が不可
欠であり、優先度を踏まえた取り
組みの中で課題を検証する。

各地区の地理的な要因の違いに
より災害に対する意識や危機管理
は様々であり、一律に取組を進め
ることは困難なため、単位自治会
程度の規模での取組を検討してい
る。
行政が主体となって、個別避難計
画の策定が求められており、ケア
マネージャーや相談支援員と優先
度の高い対象者について情報共
有を行い、地域の避難支援等関係
者と対象者本人も含めた地域での
調整会議を構築。福祉専門職と地
域の支援等関係者をどのように繋
いでいき、対象者本人の望む支援
を確認の上、地域で取り組める支
援を検討していくことが課題とな
る。

地域防災力の
充実・強化

自主防災
活動に対
する支援

地域安全
課

・家具転倒防止事業
取付件数　89件
・感震ブレーカー設置補助事業
取付件数　60件

・家具転倒防止事業
・感震ブレーカー設置補助事業

・高齢者・地域福祉課、障害者支
援課、地域包括センター、保健対
策課、介護保険課などに申請書及
び事前相談依頼書を配布。

・積極的に周知を行っているが、コ
ロナ禍により取付件数が伸び悩ん
でいる。
・家具転倒防止事業の積極的な広
報活動を目指す。
・感震ブレーカー設置補助事業の
周知とともに、きめ細かな啓発を行
う。

自主防災組織
の育成

防災知識
の普及啓
発

地域安全
課

・職員が出前講座を実施し、災害
についての講義を行う。
　34件、841人

・職員が出前講座を実施し、災害
についての講義を行う。

・関係各課と連携し、在住外国人
や福祉団体等を対象に出前講座
を実施。

・浸水深などを具体的にイメージす
るのが難しいことが課題である。
・災害の被害状況など実情に応じ
て内容を見直す。

災害ボランティ
アセンターの
体制づくり

災害ボラン
ティアセン
ターの体制
づくり

市社会福
祉協議会

第10ブロック（大新・新南・広瀬・芦
原地区）の地区社協の協力を得
て、災害VC設置運営資料集と防
災減災DVDを配布し、防災知己の
向上を図った。また広域災害に対
する知識や近隣社協とのつながり
強化を図った。また災害ボランティ
ア事前登録制度を活用し、担い手
の確保を行った。

関係機関等と災害時の支援協定
締結を目指し、ネットワーク構築を
図る。また和歌山大学・和歌山青
年会議所との合同で災害ボラン
ティアセンター設置運営を実施し
た。社協関係では、県社協及び近
隣社協との連携強化をより一層図
る。10月24日和歌山市役所と災害
ボランティアセンター設置及び運営
に関する協定締結。

和歌山市役所及び和歌山大学、
和歌山青年会議所と災害時の支
援協定を締結し、それぞれの使命
や役割を共有し、平常時からの協
働を確認する。また県社協との協
働による訓練実施や近隣社協との
より一層の連携強化が重要。何よ
り地域住民との顔の見える関係づ
くりは最重要課題として挙げられ
る。

和歌山市役所及び関係機関との
より一層の連携強化のため、定期
的な協議の場の創出。役割分担な
ど災害時対応の危機管理につい
ての話し合いが必要。また災害関
係のＮＰＯや民間企業とのネット
ワークの構築が急務であり、支援
体制の整備が課題。

【地域福祉計画の指標】
計画での
記載内容

H30 R1 R2 R3（現状値）

14.1
（26.5）

9.1
（23.1）

10.3
（23.3）

7.8
（22.7）

57.3
（39.9）

60.5
（38.5）

63.5
（36.1）

59.1
（40.3）

（％）

【アクション１】
身近な地域で
だれもが参加
できる活動の
推進

地域住民のふれあい活
動に満足している市民
の割合
(満足していない市民の
割合）

災害に対する備えをし
ている市民の割合
（備えをしていない市民
の割合）

《プログラムＢ》
災害時に支援が必
要な人を支える取
り組み

①災害時に支援が必要な人の支援体制づくり
②平時からのつながりづくりや支えあいの推進

※データ出所：市政世論調査（市民2,000人（満18歳以上の男女）発送無作為抽出）

目標
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「実施プラン」の実施状況と課題　令和４年度

【アクション２】さまざまな困りごとを支えるしくみづくり　（１）

先導的に
取り組む
事項 （第４次計画 P.67）

施策方向性
（第４次計画）

施策等
主な事務
事業

担当課 R３施策（事業）内容と実績 R４施策（事業）内容
関係課及び関係機関との連携
（連携の現状又は課題）

課題・今後の方向性

生活困窮者自
立支援事業の
実施

生活困窮
者自立支
援事業の
実施

生活支援
第２課

・新型コロナウイルスの影響により
就職難や生活困窮などの問題もあ
るので、ホームページ等で自立相
談支援機関のアピールをし、広く
情報提供を図る。
・相談者が出向きやすくするため
各支所・連絡所及び文化会館の場
所を提供してもらうことで寄り添う
支援の実現を図る。
・新型コロナウイルス感染症生活
困窮者自立支援金業務を行う。

・新型コロナウイルスの影響により
就職難や生活困窮などの問題もあ
るので、ホームページ等で自立相
談支援機関のアピールをし、広く
情報提供を図る。
・相談者が出向きやすくするため、
各関係機関と連携し、早期対応を
図り寄り添う支援の実現を図る。

・庁内連携会議及び和歌山市生活
困窮者支援対策連携推進会議を
実施（予定）。
・地域包括支援課と連携し、市内
15か所の地域包括支援センターに
チラシを設置するとともに、生活困
窮者の情報提供を依頼する。
・自治振興課と連携し、42地区の
支所・連絡所にチラシを設置すると
ともに一時的な相談場所提供の協
力を依頼する。
・人権同和施策課と連携し、文化
会館に一時的な相談場所提供の
協力を依頼する。

相談者に対して、相談支援員とど
のような支援が必要かを一緒に考
え、制度の紹介や相談機関への
同行など寄り添った支援を行なっ
ています。また、新しい任意事業を
実施することで、相談者への支援
の可能性を広げ、多岐に亘る課題
を解決でき、支援の幅を広げること
ができると考える。

我が事・丸ごと
の地域づくり
の推進

多機関協
働による地
域福祉推
進事業（重
層的支援
体制整備
事業）・地
域づくり支
援事業

高齢者・地
域福祉課
市社会福
祉協議会

・属性や世代を問わず、身近な地
域において誰もが安心して生活を
維持できるよう、住民相互の支え
合いによる取り組みの活性化を図
る。また、支援が必要な人と地域と
のつながりを適切に確保し、これら
を地域全体で支える基盤を構築す
る。

食事会・配食：15地区24回
サロン・ふれあい広場：16地区
協議体会議：58回
高齢者料理教室：1地区
独自事業：13回
※新型コロナウイルス感染拡大防
止のため自粛する地域が多くあっ
た

・属性や世代を問わず、身近な地
域において誰もが安心して生活を
維持できるよう、住民相互の支え
合いによる取り組みの活性化を図
る。また、支援が必要な人と地域と
のつながりを適切に確保し、これら
を地域全体で支える基盤を構築す
る。
・新型コロナウイルス感染状況を
考慮しながら、地域でのつながりを
継続できる支援を行う。

・ワーキンググループ会議を実施
し、関係課との連携体制を構築す
る。
・生活支援体制整備事業の取り組
みを地区社協活動と連携し、地域
課題の早期発見、課題解決に向け
た取り組みを行う。
・地域づくり事業として高齢者・地
域福祉課、地域包括支援課、和歌
山市社会福祉協議会及び生活支
援コーディネーターが連携し、地区
社会福祉協議会や地域活動団体
に開催を働きかける。

・今後も地域の連携体制の構築を
促進し、地域課題の早期発見、課
題解決に努める。
・高齢・障害・子ども・困窮などの分
野を問わず、住民が交流できる機
会の確保や、主体的に地域課題を
把握し、解決を試みることができる
ような体制づくりを支援する。

高齢者虐
待防止に
向けた取り
組みの推
進

高齢者・地
域福祉課

高齢者虐待に関する相談につい
て、各関係機関と連携しつつ、早
期対応を図った。また、虐待防止
ネットワーク会議を開催し、事例検
討を通じて、虐待問題を共有する
ことで、各関係機関と連携を深め
た。

高齢者虐待に関する相談につい
て、各関係機関と連携しつつ、早
期対応を図る。また、虐待防止ネッ
トワーク会議を開催し、事例検討を
通じて、虐待問題を共有すること
で、各関係機関と連携を深める。

市民や関係機関からの相談に対
し、地域包括支援センターなどと連
携し、高齢者の権利擁護に努め
る。また、虐待防止ネットワーク会
議を開催し、事例検討を通じて、虐
待問題を共有することで、各関係
機関と連携する。

高齢者虐待に関する問題を解決
するため、関係機関と連携し、高
齢者の権利擁護に努める。

障害者虐
待防止に
向けた取り
組みの推
進

障害者支
援課

和歌山市障害者支援課内に障害
者虐待センターを設置し、障害者
虐待に関する通報を受け付け、事
実確認及び対応を行った。（受付
件数５２件／年）

和歌山市障害者支援課内に障害
者虐待センターを設置し、障害者
虐待に関する通報を受け付け、事
実確認及び対応を行う。

障害者虐待に関する通報や相談
に関して、警察や保健所などの関
係機関と連携している。

障害者虐待に関する通報や相談
に迅速に対応できるよう、警察や
保健所などの関係機関と連携を深
めるとともに、障害者虐待センター
に関する周知を促進し、障害者虐
待防止を推進する。

成年後見
制度利用
促進に向
けた施策
の充実

高齢者・地
域福祉課

成年後見制度利用において、本人
申立て及び親族申立てができない
人に対し、市長申立てを行った。
中核機関の運営や成年後見制度
利促進会議を開催し、関係機関と
の協議を進めた。

成年後見制度利用において、本人
申立て及び親族申立てができない
人に対し、市長申立てを行う。
中核機関の運営や成年後見制度
利促進会議を開催し、関係機関と
の協議を進める。

市民や関係機関からの相談に対
し、地域包括支援センターなどと連
携し、本人の権利擁護に努める。
また、成年後見制度利用促進に向
け、三士会や市社会福祉協議会な
どと連携する。

成年後見制度利用において抱える
様々な問題を解決するため、中核
機関の運営、成年後見制度利促
進会議の開催など、関係機関との
協議を進める。

就労に困難を
抱えた人への
支援

障害者雇
用推進事
業

障害者支
援課

・障害福祉サービスを利用する障
害者が企業実習を行った場合に時
間数に応じて奨励金を給付した。
（インターンシップ助成事業５件）
・障害者雇用への理解を深めるた
め、障害者支援課に配置している
職場開拓推進員が企業訪問を行
い、企業実習を通して障害者雇用
を進めた。（企業訪問件数１０９件）

・障害福祉サービスを利用する障
害者が企業実習を行った場合に時
間数に応じて奨励金を給付する。
・障害者雇用への理解を深めるた
め、障害者支援課に配置している
職場開拓推進員が企業訪問を行
い、企業実習を通して障害者雇用
を進めていく。

労働局、ハローワーク、障害者職
業センター、障害者就業・生活支
援センター、就労移行支援事業
所、特別支援学校等の関係機関と
は、定期的に情報共有や意見交
換を行い、連携の強化に努めてい
ます。

　令和元年度は企業訪問を重点的
に実施していたが、令和２年度以
降は企業実習を通して障害者の直
接雇用に取り組んでいる。
　実習の調整や企業からの相談対
応などの業務が増えており、企業
訪問を十分に行えないことが課題
である。

【地域福祉計画の指標】
計画での
記載内容

H30 R1 R2 R3（現状値）

86.4
（12.1）

81.2
（15.8）

85.9
（13.1）

83.3
（15.4）

20.5
（17.1）

15.1
（16.8）

16.8
（16.2）

16.2
（15.0）

（％）

①生活困窮者への支援の推進
②日常生活上の判断に不安のある人への支援の推進
③就労に困難を抱えた人への支援の推進

※データ出所：市政世論調査（市民2,000人（満18歳以上の男女）発送無作為抽出）

目標

【アクション２】
さまざまな困り
ごとを支えるし
くみづくり

相談したり、助けてもら
える人が身近にいると
思っている市民の割合
（身近にいないと感じて
いる市民の割合）

市民サービスなどの行
政窓口の充実に満足し
ている市民の割合
（満足していない市民
の割合）

権利擁護の推
進（再編）

《プログラムＣ》
困りごとを抱えた
人への支援の推進
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「実施プラン」の実施状況と課題　令和４年度

【アクション２】さまざまな困りごとを支えるしくみづくり　（２）

先導的に
取り組む
事項 （第４次計画 P.68）

施策方向性
（第４次計画）

施策等
主な事務

事業
担当課 R３施策（事業）内容と実績 R４施策（事業）内容

関係課及び関係機関との連携
（連携の現状又は課題）

課題・今後の方向性

生活困窮者自
立支援

出張窓口
の充実

生活支援
第２課

・新型コロナウイルスの影響により
就職難や生活困窮などの問題もあ
るので、ホームページ等で自立相
談支援機関のアピールをし、広く
情報提供を図る。
・相談者が出向きやすくするため
各支所・連絡所及び文化会館の場
所を提供してもらうことで寄り添う
支援の実現を図る。

・新型コロナウイルスの影響により
就職難や生活困窮などの問題もあ
るので、ホームページ等で自立相
談支援機関のアピールをし、広く
情報提供を図る。
・相談者が出向きやすくするため、
各関係機関と連携し、早期対応を
図り寄り添う支援の実現を図る。

・庁内連携会議及び和歌山市生活
困窮者支援対策連携推進会議を
実施。
・地域包括支援課と連携し、市内
15か所の地域包括支援センターに
チラシを設置するとともに、生活困
窮者の情報提供を依頼する。
・自治振興課と連携し、42地区の
支所・連絡所にチラシを設置すると
ともに一時的な相談場所提供の協
力を依頼する。
・人権同和施策課と連携し、文化
会館に一時的な相談場所提供の
協力を依頼する。

アウトリーチのみならず、生活困窮
者自立相談窓口の周知を徹底す
ると共に、ハローワークの出先機
関である、和歌山福祉就労支援セ
ンターを利用した就労支援を含め
た生活相談支援業務を行ってい
く。

地域包括
支援セン
ターの機能
の充実

地域包括
支援課

市内15か所に地域包括支援セン
ターを設置し、相談業務等を実施
相談件数16,498件
全センターの関係職員が集まるセ
ンター長会議、専門職会議、研修
会等を開催し、情報共有と機能強
化を図った。

引き続き市内15か所に地域包括
支援センターを設置し、相談業務
等を実施する。
全センターの関係職員が集まるセ
ンター長会議、専門職会議、研修
会等を開催し、情報共有と機能強
化を図る。

・各圏域の地区組織団体（民生委
員、老人会等）が開催する会議へ
参加
・各圏域の医療機関、薬局、介護
関係事業所等との会議や研修会
を通じての連携

・地域包括支援センターの認知度
は、まだ高いとは言えない状況で
ある。地域団体との連携、イベント
や会議等様々な機会を通じて幅広
く周知を行う。
・地域包括ケアシステムの深化を
目指し、研修や会議を通じてセン
ター職員の情報共有とスキルアッ
プを図る。

認知症支
援体制の
充実

地域包括
支援課

・認知症地域支援推進員の配置 1
名
・認知症初期集中支援チームを配
置し、初期の支援を包括的・集中
的に実施 新規支援7件
・医師による認知症相談の実施 30
回、41件
・認知症見守り支援員の派遣
5,429時間
・認知症安心ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸの作成
2,000部
・認知症サポーター養成講座の開
催 62回

・認知症地域支援推進員の配置
・認知症初期集中支援チームを配
置し、初期の支援を包括的・集中
的に実施
・医師による認知症相談の実施
・認知症見守り支援員派遣事業の
実施
・認知症安心ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸの作成
・認知症サポーター養成講座の開
催
・認知症カフェ新規開設者に対す
る補助金の交付

各事業において、関係機関・団体
の協力のもと事業を実施してい
る。
会議、打合せ等を密に行い、連携
強化に努めている。

市民や関係者にあまり知られてい
ない事業もあり、周知不足が課
題。
今後さらに認知症高齢者が増える
と予想されるなか、効果的な支援
につながるよう、関係機関や住民
への周知を強化する。

相談支援
事業所の
機能の充
実

障害者支
援課

基幹相談支援センターと協働し、
引き続き相談支援事業所のスキル
アップのための研修等を行った（開
催回数１０回）。また基幹相談支援
センターから相談支援事業所の個
別訪問を行い、相談支援専門員の
孤立化を防ぎ、かつ質の向上を
図った。

基幹相談支援センターと協働し、
引き続き相談支援事業所のスキル
アップのための研修等を行う。また
基幹相談支援センターから相談支
援事業所の個別訪問を行い、相談
支援専門員の孤立化を防ぎ、かつ
質の向上を図る。

障害分野内では、ネットワーク会
議等を定期開催し一定程度連携で
きている。

既存のネットワークを活用し、相談
支援事業所や関係機関等の連携
を深める取組を行う。
障害福祉事業（相談支援専門員）
の数と質の向上のための取組を継
続的に行う。

地域子育
て支援拠
点施設の
充実

子育てプラ
ンナー事業
の推進

子育て支
援課

①公共施設や保育所等の地域の
身近な場所で、乳幼児のいる子育
ての親子の交流や育児相談、情
報提供等を実施。10施設開設
【相談件数】
地域子育て支援拠点施設（10か
所）　1,635件

②利用者支援事業
子育て家庭のニーズを把握して、
教育・保育施設や子育て支援事業
の中から、適切なものを選択しス
ムーズに利用できるように支援す
る。
【相談件数】1,735件

①公共施設や保育所等の地域の
身近な場所で、乳幼児のいる子育
ての親子の交流や育児相談、情
報提供等を実施。10施設開設

②利用者支援事業
子育て家庭のニーズを把握して、
教育・保育施設や子育て支援事業
の中から、適切なものを選択しス
ムーズに利用できるように支援す
る。

和歌山県全域にある子ども・養育
者に係る専門機関との連携。
課題：遊びに訪れたついでに相談
できる最も気軽な窓口であるた
め、多くの家族と接点を持つことが
できるが、そのような中でも注意深
く親子の様子を知るとともに、そこ
から発覚した要支援の子ども・養
育者については、円滑に専門機関
につないでいけるよう、その仕組
みづくりが必要かと思われる。

地域子育て支援拠点施設につい
ては、多くの親子が利用し、市全
体に浸透してきたと言える。子育て
親子の交流の場として、また、支
援が必要な親子に対し不安をサ
ポートができる場として、本事業を
継続して実施していきたい。

利用者支援事業については、相談
件数の増加及び相談内容の多様
化を鑑み、子育て家庭の相談体制
を整備していきたい。

こども総合
支援セン
ターの機能
の充実

こども総合
支援セン
ター

支援が必要な児童の保護者に対
し、家庭訪問及び来所面談を通し
て養育に関する指導助言を行っ
た。
要保護児童の適切な保護や支援
を図るため関係機関が集まり協議
を行った。
児童虐待の未然防止、早期発見
早期対応を図るため、児童家庭相
談援助体制を強化した。
養育支援　延べ世帯10783世帯
会議開催　181回
相談員数(令和4年3月末)18 人

支援が必要な児童の保護者に対
し、家庭訪問及び来所面談を通し
て養育に関する指導助言を行う。
要保護児童の適切な保護や支援
を図るため関係機関が集まり協議
を行う。
児童虐待の未然防止、早期発見
早期対応するため、こども総合支
援センターの強化を図る

要保護児童対策地域協議会にお
ける連携。
月1回のサポート連携会議の開催
のほか、複数の機関が参加して個
別連携会議を行う。
地域で子育て支援活動を行うＮＰ
Ｏ法人と連携して養育支援ヘル
パー派遣を行う。

要保護児童対策地域協議会への
登録児童が増加し続けているた
め、虐待の未然防止に向けて関係
機関との連携強化に取り組む。

保健分野の身
近な相談窓口
とネットワーク
の充実

保健相談
の充実

地域保健
課

 本人及び家族の社会生活を円滑
にできることを目的とし、生活の場
に出向き、対象に応じた保健指導
を行う。（妊産婦・乳幼児・高齢者・
生活習慣病等）

 本人及び家族の社会生活を円滑
にできることを目的とし、生活の場
に出向き、対象に応じた保健指導
を行う。（妊産婦・乳幼児・高齢者・
生活習慣病等）

 少子、高齢化や核家族化の進展
により、今後、地域住民相互の支
え合いや助け合い、自立した生活
を支援するために、福祉サービス
や、地域ぐるみの福祉活動を保
健・医療分野と連携・調整し進めて
いく。

多くの住民が、個々の健康及び活
動性の維持向上を高めるため、地
域における保健・福祉サービスの
適切な利用の推進と、情報提供、
相談支援体制の充実を図る。

《プログラムＤ》
身近な相談窓口とネッ
トワークの充実

①身近なところで相談を受ける体制の充実
②相談窓口等のネットワークの充実

子育て分野の
身近な相談窓
口とネットワー

クの充実

高齢者福祉分
野の身近な相
談窓口とネット
ワークの充実
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施策等
主な事務

事業
担当課 R３施策（事業）内容と実績 R４施策（事業）内容

関係課及び関係機関との連携
（連携の現状又は課題）

課題・今後の方向性

市社会福祉協
議会の相談窓
口の充実

総合相談
事業

市社会福
祉協議会

心配ごと相談　月・水・金（13：00～
16：00）で実施。

心配ごと相談　月・水・金（13：00～
16：00）で実施。

専門相談員と民生委員が相談員と
なり、相談所を開設し、専門機関
や関係機関等と連し相談を実施。

専門相談機関の増加により、相談
件数が年々減少し、令和５年３月３
１日（金）をもって閉所することとな
り、今後は福祉総合相談にて対応
することになる。

社会福祉協議
会のネットワー
クの充実

ふれあい
のまちづく
り事業

市社会福
祉協議会・
地区社会
福祉協議
会

令和２年同様、小地域ネットワーク
づくり事業（ふれあい食事サービ
ス・ふれあいいきいきサロン）、ふ
れあい福祉事業（ふれあい在宅ケ
アの集い・高齢者料理教室・ふれ
あい広場）を開催。

令和３年同様、小地域ネットワーク
づくり事業（ふれあい食事サービ
ス・ふれあいいきいきサロン）、ふ
れあい福祉事業（ふれあい在宅ケ
アの集い・高齢者料理教室・ふれ
あい広場）を開催。

ふれあいのまちづくり事業は、地
区社会福祉協議会を中心として、
自治会や民生委員・児童委員協議
会、老人クラブをはじめとして地区
内の各種団体と協力して実施して
いる。

地区社会福祉協議会も含め、地区
全体でサポートできるような体制づ
くりや活動しやすい環境づくり（ひ
と・もの・おかね・じょうほう）を目指
していきたい。

民生委員・児
童委員との連
携

一人暮らし
高齢者等
調査事業

高齢者・地
域福祉課

R3年７月下旬から9月上旬にかけ
て新型コロナウイルス感染症が急
速に拡大したことを受け、調査に
かかる感染リスク大きすぎることか
らR3年度は調査を中止することと
した。

令和4年10月に区域民生委員・児
童委員705名が65歳以上のひとり
暮らし高齢者を訪問し、地域の高
齢者の実情把握に努める。

高齢者・地域福祉課のほか、地域
包括支援センターや保健所などと
連携する。

一人暮らし調査を通じて、健康状
態に不安のある方を、どう支援に
つなげていくかが課題である。

老人クラブと
の連携

地域見守り
協力員制
度

高齢者・地
域福祉課

普段の生活の中で高齢者等への
さりげない見守りや声かけなど、地
域の実情に応じた見守り活動を、
行政や福祉関係機関、地域の
方々と連携・協力して行った。
地域見守り協力員数（令和4年3月
末現在）　501人（38地区）

行政や福祉関係機関、地域の
方々と連携・協力して、普段の生
活の中で、高齢者等へのさりげな
い見守りや声かけなど、地域の実
情に応じた見守り活動を行う。

高齢者・地域福祉課のほか、地域
包括支援センターや保健所、消
防、警察などと連携する。

見守り協力員がいない地区がある
ことから、引き続き各地区で活動し
ている団体等に協力を要請し、今
後も見守り協力員の充実を図るこ
とにより、行き届いた見守りを目指
す。

我が事・丸ごと
の地域づくり
の推進

多機関の
協働による
地域福祉
推進事業
（重層的支
援体制整
備事業）・
多機関協
働事業

高齢者・地
域福祉課
市社会福
祉協議会

・複合的な課題を抱え課題の解き
ほぐしが必要な事例に対して、多
機関協働による継続的な支援を
行った。
・行政の相談窓口や、各相談支援
機関で受けた複雑・複合化した困
り事を複数の支援機関が協働して
支援するとともに、孤立させないよ
う、つながり続ける支援を実施し
た。

相談件数：109件
会議開催：15回

・複合的な課題を抱え課題の解き
ほぐしが必要な事例に対して、多
機関協働による継続的な支援を行
う。
・行政の相談窓口や、各相談支援
機関で受けた複雑・複合化した困
りごとを複数の支援機関が協働し
て支援する。
・必要な支援が届いていない人に
支援を届けるため、継続的なアプ
ローチを実施する。
・既存の社会参加に向けた事業で
は対応できない制度の狭間の個
別ニーズについて関係機関と調整
し、社会とのつながりや参加に向
けた支援の取り組む。

・庁内ワーキンググループ会議を
実施し連携体制を構築する。
・事例について、関係機関で協議
し、ケース全体の調整を行い必要
であれば支援機関と連携して本人
への直接支援を行うとともに、必要
な社会資源を提供する。
・高齢、障害、子ども、困窮などの
分野を超えて包括的に相談を受け
止められるよう、各関係機関との
連携を深め、重層的に世帯を支援
していく。
【連携の現状】地域包括支援課、
障害者支援課、子育て支援課、地
域保健課、生活支援第2課、当該
課の委託する相談支援窓口（地域
包括支援センター等）、和歌山市
社会福祉協議会、地区社会福祉
協議会、民生委員・児童委員、医
療機関、教育関係機関、就労支援
関係機関等

・関係機関との連携体制を強化
し、様々な問題の解決に向けて取
り組む。
・複雑化する世帯の困り事に円滑
に対応できるよう、多機関が協働し
やすく、連携を取りやすい体制づく
りを進める。

【地域福祉計画の指標】
計画での
記載内容

H30 R1 R2 R3（現状値）

86.4
（12.1）

81.2
（15.8）

85.9
（13.1）

83.3
（15.4）

20.5
（17.1）

15.1
（16.8）

16.8
（16.2）

16.2
（15.0）

（％）

【アクション２】
さまざまな困り
ごとを支えるし
くみづくり

相談したり、助けてもら
える人が身近にいると
思っている市民の割合
（身近にいないと感じて
いる市民の割合）

市民サービスなどの行
政窓口の充実に満足し
ている市民の割合
（満足していない市民
の割合）

※データ出所：市政世論調査（市民2,000人（満18歳以上の男女）発送無作為抽出）

目標
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「実施プラン」の実施状況と課題　令和４年度

【アクション３】地域福祉を支える基盤整備の推進　（１）

先導的に
取り組む
事項 （第４次計画 P.69）

施策方向性
（第４次計画）

施策等
主な事務

事業
担当課 R３施策（事業）内容と実績 R４施策（事業）内容

関係課及び関係機関との連携
（連携の現状又は課題）

課題・今後の方向性

地域福祉の担
い手の養成

多機関協
働による地
域福祉推
進事業（重
層的支援
体制整備
事業）・地
域づくり支
援事業

高齢者・地
域福祉課

多機関協働による地域福祉推進
事業（重層的支援体制整備事業）
における地域づくり事業として、地
域の困りごとを「我が事」と捉え、
主体的に取り組む人材づくりにつ
なげた。

地域づくり事業を通じて、地域の困
りごとに対してい主体的に取り組
む人材を育成する。

和歌山市社会福祉協議会、地区
社会福祉協議会や、市内の地域
活動団体、地域包括支援課との連
携。

関係機関との連携により、地域福
祉の担い手が育つような取り組み
を継続していけるよう創意工夫しな
がら実施していく。

福祉教育、福
祉体験の推進

子供の頃
からの福祉
体験活動
の導入（再
掲）

学校教育
課

人を思いやる心を育むことを目指
し、各小中学校の総合的な学習の
時間等において、福祉体験活動を
推進した。
車いす、アイマスク、手話、高齢者
疑似体験等の疑似体験の他に、ゲ
ストティーチャーを招いての講演会
など、各学校でコロナ禍の中、工
夫をこらして学習を進めた。ボラン
ティア活動に関しては、校区の清
掃などの活動を通して体験してい
る。

子供たちが、様々な人々との協働
を通して、地域の方々と温かい人
間関係を築きながら、互いに支え
合う態度を身に付けることができる
よう、福祉体験活動を推進する。

各小中学校で総合的な学習の時
間等に、コミュニティ・スクールの取
組と関連して、地域の方をゲスト
ティーチャーとして協力して進めて
おり、地域や関係団体との連携が
必要である。

今後も継続して事業を行っていく。
各小中学校の地域の実態に合わ
せて地域の方や関係団体との連
携を図っていくこと。また児童生徒
が発信源となるような活動を実施
し、地域とともに活動することを目
指す。

地域福祉活動
のリーダー向
け養成講座の
開催

多機関協
働による地
域福祉推
進事業（重
層的支援
体制整備
事業）・地
域づくり支
援事業

高齢者・地
域福祉課

多機関協働による地域福祉推進
事業（重層的支援体制整備事業）
における地域づくり事業として、地
域の困りごとを「我が事」と捉え、
主体的に取り組む人材づくりにつ
なげた。

地域づくり事業を通じて、地域の困
りごとに対してい主体的に取り組
む人材を育成する。

和歌山市社会福祉協議会、地区
社会福祉協議会や、市内の地域
活動団体、地域包括支援課との連
携。

新型コロナウイルスの感染状況を
踏まえながら、地域共生社会（助
け合い支え合いの社会）の実現に
向けた意識醸成に取り組む。

WAKAYAM
Aつれもて
健康体操

地域包括
支援課

・自主グループの立ち上げ支援 新
規9グループ
・既存グループに対する継続支援
21グループ
・体験会の開催 1回、参加者15名
・市民サポーター養成講座の開催
1回、参加者18名
・体力サポーター養成講座の開催
2回、参加者13名

自主グループの立ち上げ支援を実
施するとともに、既存グループに対
する継続支援、情報交換等を目的
とした交流会の開催などにより、活
動しているグループの運動継続に
対するモチベーションの維持・向上
を図る。

地域包括支援センターと連携し、
住民主体の自主グループ活動を
積極的に広報する。
和歌山県理学療法士協会への委
託事業。

自主活動を行う場所の確保が課
題。
地域包括支援センターや生活支援
コーディネーターとの連携を密に
し、活動場所の確保を図る。

わかやまシ
ニアエクサ
サイズ（市
民ボラン
ティア養成
講座）

地域包括
支援課

・コンパクト体験会の実施 15回、
参加者233名
・既存グループに対する活動継続
支援 4グループ
・新たに活動を始める意欲のある
人に対するリーダー養成講座の開
催 受講修了者28名
・既存グループのリーダー及びそ
の後継者に対するリーダー研修会
の開催 参加56グループ

・コンパクト体験会の実施
・既存グループに対する活動継続
支援の実施
・新たに活動を始める意欲のある
人に対するリーダー養成講座の開
催
・既存グループのリーダー及びそ
の後継者に対するリーダー研修会
の開催

地域包括支援センターや既存の自
主グループと連携し、新規グルー
プの掘り起こしや既存グループの
活性化に取り組む。

活動を継続するためのリーダー及
び後継者の育成が課題。
リーダー及びその後継者に対する
リーダー研修を開催し、後継者の
育成を支援するとともに、モチベー
ションの向上につながる施策を検
討する。

つれもてサ
ポート事業

地域包括
支援課

65歳以上の方が介護施設でボラン
ティア活動をした場合にたまったス
タンプの数に応じて、交付金を支
給した。
支給金額9,000円

65歳以上の方が介護施設でボラン
ティア活動をした場合にたまったス
タンプの数に応じて、交付金を支
給する。

和歌山市老人福祉施設協議会加
盟の29施設にボランティアを受け
入れてもらっている。

ボランティア登録人数を増やすた
め、受入施設に協力を願うなどし、
より一層の広報に努める。

地域フロン
ティアセン
ター事業

自治振興
課

和歌山市地域フロンティアセンター
を拠点に多様な主体の連携を図れ
るよう、人材づくりと環境づくりを進
めた。

市民公益活動登録者数36,775人
（令和4年3月末現在）

和歌山市地域フロンティアセンター
を拠点に多様な主体の連携を図れ
るよう、人材づくりと環境づくりを行
う。

市民公益活動団体、大学等と連携
を行っているが、現状としてすべて
の主体の活動状況等を把握できて
いない。

協働の担い手となれる地域の人材
や事業を掘り起こすため、担当課
の職員が地域に出て直接情報収
集に努める。

地域で活
動するボラ
ンティア
リーダーの
養成とボラ
ンティアの
支援

市社会福
祉協議会

登録ボランティアの活動支援。公
園等の掃除（クリーン作戦）を行っ
た。誰もが参加出来るボランティア
体験のきっかけづくりとして夏のボ
ランティア体験学習を行った。次世
代ボランティア養成講座を開催予
定だったが、新型コロナウイルス
感染予防のため中止した。

登録ボランティアの活動支援。公
園等の掃除や施設でのお手伝い
など。ボランティアの高齢化等によ
る担い手不足解消のため、次の世
代の担い手を確保し、学校や地域
と連携し、ボランティアとしての活
動場所やニーズの発掘に務める。
夏のボランティア体験学習・次世代
ボランティア養成講座等。

地区社協との連携や地区の各種
団体や学校関係者（特に大学）に
も協力を得て、積極的な人材発掘
を促す。

地区別活動ボランティアの発掘と
整備、育成を行い、有効な人材の
活用を目指す。また、地区ごとに活
動拠点の設置をして、活発な活動
につなげる。また大学との連携を
強化し、次世代ボランティアの発掘
を目指す。

《プログラムＥ》
協働事業の担い手
の養成

①地域福祉の担い手の養成
②多様な協働事業の担い手づくりの推進

介護支援ボラ
ンティアの養
成

ボランティア人
材の発掘と育
成
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ゲートキー
パーとなる人
材の育成

地域自殺
対策強化
事業

保健対策
課

周囲で自殺のリスクが高まってい
人の存在に気づき、声をかけ、話
を聴き、適切な支援につなげ、見
守っていくことのできるゲートキー
パーとなる人材の育成を出前講座
の開催等により行った。令和３年
度　２３６名

周囲で自殺のリスクが高まってい
人の存在に気づき、声をかけ、話
を聴き、適切な支援につなげ、見
守っていくことのできるゲートキー
パーとなる人材の育成を出前講座
の開催等により行う。また、市民を
対象とした養成講座を開催する。

広報広聴課、人事課、教育委員
会、生涯学習推進課等と連携し、
ゲートキーパーの養成に努めると
ともに、地域の各種団体にも働き
かけを行い、さらなる人材の育成
に努める。

今後もゲートキーパーや自殺対策
に関する普及啓発を行うとともに、
各種関係団体等にゲートキーパー
の出前講座の申込を促し、受講者
を増加させていく。また市民を対象
とした講座も開催する。

【地域福祉計画の指標】
計画での
記載内容

H30 R1 R2 R3（現状値）

12.3
（8.3）

5.7
（6.3）

7.1
（7.5）

6.5
（7.0）

17.3
（9.5）

8.9
（9.0）

11.2
（10.1）

13.1
（9.9）

（％）

【アクション３】
地域福祉を支
える基盤整備
の推進

ＮＰＯやボランティアな
どの市民活動への参加
の機会に満足している
市民の割合
（満足していない市民
の割合）

地域住民の助け合い活
動に満足している市民
の割合
（満足していない市民
の割合）

※データ出所：市政世論調査（市民2,000人（満18歳以上の男女）発送無作為抽出）

目標
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「実施プラン」の実施状況と課題　令和４年度

【アクション３】地域福祉を支える基盤整備の推進　（２）

先導的に
取り組む
事項 （第４次計画 P.70）

施策方向性
（第４次計画）

施策等
主な事務
事業

担当課 R３施策（事業）内容と実績 R４施策（事業）内容
関係課及び関係機関との連携
（連携の現状又は課題）

課題・今後の方向性

生活支援サー
ビスの充実

協議体お
よび生活
支援コー
ディネー
ターの設置

地域包括
支援課

地域における一体的な生活支援
等ｻｰﾋﾞｽの提供体制の整備を推
進するため、生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
が中心となり、ｻｰﾋﾞｽの創出に向
けた関係主体への働きかけ、関係
主体間のﾈｯﾄﾜｰｸ化、情報共有等
を行った。

地域における一体的な生活支援
等ｻｰﾋﾞｽの提供体制の整備を推
進するため、生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
が中心となり、ｻｰﾋﾞｽの創出に向
けた関係主体への働きかけ、関係
主体間のﾈｯﾄﾜｰｸ化、情報共有等
を行う。

高齢者・地域福祉課
和歌山市社会福祉協議会をはじ
めとする社会福祉法人、医療法
人、協同組合に業務を委託してい
る。

【課題】
支え合いの地域づくりに対する意
識の醸成
【今後の方向性】
協議体会議への出席、必要な助
言等生活支援コーディネーターへ
の伴走型支援を行う。

地域ケア会議
の充実

地域ケア
会議の充
実

地域包括
支援課

自立支援型地域ケア会議の開催
69回、69事例

自立支援型地域ケア会議を開催
予定。地域包括支援センター主催
90回、90事例

個別ケースの支援内容を検討する
中で、「自立支援」について共通認
識を持ち、多職種が協働して高齢
者の個別課題の解決に当たってい
る。

【課題】
職員の変更等により運営スキルに
ばらつきがある。
【今後の方向性】
ケアマネジャーの成熟度に合わせ
た効果的な助言が行えるよう運営
方法を検討する。

地域での活動
拠点づくりの
推進

多機関協
働による地
域福祉推
進事業（重
層的支援
体制整備
事業）・地
域づくり支
援事業

高齢者・地
域福祉課

地域における困り事などを話し合
う機会づくりについて、地区社会福
祉協議会に働きかけ、開催を支援
した。
・協議体会議　５８回

地域づくり支援事業のひとつとし
て、和歌山市社会福祉協議会や
生活支援コーディネーターが地域
に働きかけ、協議体会議の開催を
支援する。

高齢者・地域福祉課、地域包括支
援課、和歌山市社会福祉協議会
及び生活支援コーディネーターが
連携し、地区社会福祉協議会や地
域活動団体に開催を働きかける。

地域によって取組状況に差が生じ
ているため、各地区の活動員同士
で情報交換・共有し、良い例を広
めていけるよう努める。

我が事・丸ごと
の地域づくり
の推進

多機関の
協働による
地域福祉
推進事業
（重層的支
援体制整
備事業）・
多機関協
働事業（再
掲）

高齢者・地
域福祉課
市社会福
祉協議会

・複合的な課題を抱え課題の解き
ほぐしが必要な事例に対して、多
機関協働による継続的な支援を
行った。
・行政の相談窓口や、各相談支援
機関で受けた複雑・複合化した困
り事を複数の支援機関が協働して
支援するとともに、孤立させないよ
う、つながり続ける支援を実施し
た。

相談件数：109件
会議開催：15回

・複合的な課題を抱え課題の解き
ほぐしが必要な事例に対して、多
機関協働による継続的な支援を行
う。
・行政の相談窓口や、各相談支援
機関で受けた複雑・複合化した困
りごとを複数の支援機関が協働し
て支援する。
・必要な支援が届いていない人に
支援を届けるため、継続的なアプ
ローチを実施する。
・既存の社会参加に向けた事業で
は対応できない制度の狭間の個
別ニーズについて関係機関と調整
し、社会とのつながりや参加に向
けた支援の取り組む。

・庁内ワーキンググループ会議を
実施し連携体制を構築する。
・事例について、関係機関で協議
し、ケース全体の調整を行い必要
であれば支援機関と連携して本人
への直接支援を行うとともに、必要
な社会資源を提供する。
・高齢、障害、子ども、困窮などの
分野を超えて包括的に相談を受け
止められるよう、各関係機関との
連携を深め、重層的に世帯を支援
していく。
【連携の現状】地域包括支援課、
障害者支援課、子育て支援課、地
域保健課、生活支援第2課、当該
課の委託する相談支援窓口（地域
包括支援センター等）、和歌山市
社会福祉協議会、地区社会福祉
協議会、民生委員・児童委員、医
療機関、教育関係機関、就労支援
関係機関等

・関係機関との連携体制を強化し、
様々な問題の解決に向けて取り組
む。
・複雑化する世帯の困り事に円滑
に対応できるよう、多機関が協働し
やすく、連携を取りやすい体制づく
りを進める。

コミュニティ
ソーシャル
ワーク機能の
推進

多機関協
働による地
域福祉推
進事業（重
層的支援
体制整備
事業）・多
機関協働
事業及び
アウトリー
チ事業

高齢者・地
域福祉課
市社会福
祉協議会

複雑・複合的な課題について、多
機関協働の調整を行い、支援し
た。
必要な支援が届いていない人に支
援を届けることを目的とし、本人と
の信頼関係の構築やつながりづく
りのため、アウトリーチ支援を行っ
た。
支援件数：11件
会議回数：4回

複雑・複合的な課題について、多
機関協働の調整を行い、支援す
る。
必要な支援が届いていない人に支
援を届けることを目的とし、本人と
の信頼関係の構築やつながりづく
りのため、アウトリーチ支援を行
う。

・地域づくり支援事業及び多機関
協働事業、アウトリーチ等を通じた
継続的支援事業を実施するにあた
り関連する機関との関係性をさら
に深め、地域や世帯の困り事に対
応する。
・関係機関と事例について協議し、
また、支援プランを作成し、多機関
協働で支援に取り組む。

・関係機関との連携を強化し、様々
な課題の解決に向けて取り組む。
・全４２地区の地域福祉の取組に
差があることことから、活性化を促
していくとともに、地域での困り事
の把握に努め、包括的な相談の受
け止めを行い、支援を行う。

【地域福祉計画の指標】
計画での
記載内容

H30 R1 R2 R3（現状値）

12.3
（8.3）

5.7
（6.3）

7.1
（7.5）

6.5
（7.0）

17.3
（9.5）

8.9
（9.0）

11.2
（10.1）

13.1
（9.9）

（％）

【アクション３】
地域福祉を支
える基盤整備
の推進

ＮＰＯやボランティアな
どの市民活動への参加
の機会に満足している
市民の割合
（満足していない市民
の割合）

地域住民の助け合い活
動に満足している市民
の割合
（満足していない市民
の割合）

《プログラムＦ》
担い手や活動を支
える体制の充実

①地域におけるコーディネート機能の充実
②地域福祉を支えるネットワークづくりの推進

※データ出所：市政世論調査（市民2,000人（満18歳以上の男女）発送無作為抽出）

目標
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